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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

１．工事費内訳書の提出
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工事費内訳書の様式について

追加記入箇所

ダウンロード

○入札説明書等ダウンロードシステム
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直轄工事における工事費内訳書への労務費等の記載について

4



労務費ダンピングを防止するための公共発注者向けガイドライン

○労務費及び材料費（p12の表３）

○建退共掛金（p13）

○安全衛生経費（p14の表４）

5



工事費内訳書への労務費等の記載について（参考）

●お知らせ文（工事費内訳書への労務費等の記載について）
①https://www.e-bisc.go.jp/info/read/00000384.html
※電子入札システム停止中（12月26日18時～1月13日8時30分）はアクセスできません

②https://www.mlit.go.jp/tec/content/001975743.pdf
※お知らせ文のファイルは②よりアクセス可

③https://www.cbr.mlit.go.jp/contract/index.htm
※中部地方整備局ホームページ（②と同じもの）

●労務費ダンピングを防止するための公共発注者向けガイドライン（令和７年12月）
「労務費ダンピング調査」の対象となる内容の概説や、使用する入札金額の内訳の事例
及び具体的な実施方法についての留意点についてまとめたもの

https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugyo
_const_tk1_000001_00026.html
・材料費及び労務費 P12の表３
・建設業退職金共済制度の掛金（建退共掛金） P13
・安全衛生経費 P14の表４

●労務費に関する基準ポータルサイト
https://roumuhi.mlit.go.jp/
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

２．請負代金内訳書の提出
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請負代金内訳書の様式について
○令和６年度に改正された「建設業法」及び「入契法」の12月からの施行に伴い、契約後に
提出する請負代金内訳書に、材料費、労務費、法定福利費、建退共精度の掛金、安全衛生費
といった適正な施工に不可欠な経費を記載することを義務づけ。

※従前の様式に無い項目は、別紙として発注者より追加配布 8



３．賃金・労働時間等の実態調査の試行
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直轄土木工事における賃金・労働時間等の実態調査（試行）の記者発表資料
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直轄土木工事における賃金・労働時間等の実態調査（試行）の概要

○ 品確法にて、適正な請負代金・賃金が支払われるよう、国に対し、賃金の支払等の実態調査、また、
運用指針には、発注者に対し、受注者の協力の下、賃金や労働時間の実態把握の努力義務が規定。

○ 国土交通省直轄土木工事において、下記を目的に、受注者希望方式で、試行的に調査を実施予定。
・下請業者への労務費の支払い ： 賃金を原資とした低価格競争を抑止し、価格や真の技術を競う等、

公正な競争環境を実現
・技能労働者への賃金の支払い ： 適正な賃金を確保し、品質確保の担い手を確保

A工事の
請負契約

金額

B工事の
請負契約

金額

C工事の
請負契約

金額

その他

労務費

機械経費

その他
経費

管理経費

賃金

国工事

県工事
民間工事

歳入 歳出

技能労働者

A工事の
請負契約

金額

B工事の
請負契約

金額

C工事の
請負契約

金額

下請業者（使用者）の経理状況の例

機械経費

労務費

材料費

共通
仮設費

一般
管理費

現場
管理費

請負契約
金額

請負契約
金額 請負契約

金額

労務費

国の工事
受注者

下請業者
（注文者） 下請業者

（使用者）

労務費労務費

入札・労務費・賃金等の流れの例

国土交通省
（発注者）

下請業者
（使用者）

技能労働者受注者
下請業者
（注文者）

契約関係

労務費 労務費 労務費 賃金

契約関係 契約関係 雇用関係

発注者が実態を把握

発注者が
実態を把握

発注者が
実態を把握

【適正な賃金の当初目標金額を設定】
公共工事設計労務単価相当の賃金

【適正な労務費の当初目標金額を設定】
設計労務単価×実労働時間

＜調査のポイント（※調査方法や調査結果の算定方法を確認することが試行の目的であり、継続的に改善を行う）＞
① 実態調査をより円滑に行うための実労働時間等を調査する仕組みの構築
② 「賃金・労働時間等の実態調査」の結果の算定方法
③ 賃金の原資となる労務費を受発注者双方が確保することを目的に積算上の作業時間の提示

※②③はシステム等の対応状況に応じて実施
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①実労働時間等を調査する仕組みの構築

日報入力※

（下記様式）

積算
システム

契約書

賃金情報

提出 データ出力

【試行調査における実労働時間等の調査の流れ】

受注者等 発注者

※ 施工管理ソフトウェアからの出力機能の一部実装を調整中

実施率、達成率の通知

【日報入力様式（例）】

データ整理

日付 工種 種別 細別 会社名 名前 職種 開始時間 終了時間 作業時間

2025/6/3 (火) ○○工 ●●工 △△ △△建設 国土一郎 土木一般世話役 8:00 17:00 8:00

2025/6/3 (火) ○○工 ●●工 △△ △△建設 国土二郎 普通作業員 8:00 17:00 8:00

2025/6/3 (火) ○○工 ●●工 △△ △△建設 国土三郎 普通作業員 8:00 17:00 8:00

2025/6/3 (火) ○○工 ●●工 △△ △△建設 国土四郎 普通作業員 8:00 17:00 8:00

2025/6/4 (水) ○○工 ●●工 △△ △△建設 国土一郎 土木一般世話役 8:00 17:00 8:00

2025/6/4 (水) ○○工 ●●工 △△ △△建設 国土二郎 普通作業員 8:00 17:00 8:00

2025/6/4 (水) ○○工 ●●工 △△ △△建設 国土三郎 普通作業員 8:00 17:00 8:00

開始時間・終了時間の記入は任意

※調査方法を確認することが試行の目的であり、継続的に改善を行う
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■実施率

②「賃金・労働時間等の実態調査」の結果の算定方法

実施率（％）＝ ×１００
調査対象工種等 における積算上の作業時間

工事全体の 直接工事費 における積算上の作業時間

積算上、作業時間が確認できない工種等（市場単価、土木工事標準単価等）は含めない。

■達成率

労務費達成率（％）＝ ×１００
払った労務費（契約上の労務費）

払うべき労務費（設計労務単価×実労働時間）

×１００
技能労働者の賃金／技能労働者の「期間中の全労働時間」

Σ（公共工事設計労務単価（時間）×実労働時間）÷ Σ実労働時間

※1：当該工種に含まれる職種毎に算出して合算する

※1 ※1

賃金達成率（％）＝ ×１００
技能労働者の平均賃金

設計労務単価の加重平均

＝

Σ （契約上の労務費（単価×作業時間））

Σ（公共工事設計労務単価（時間）×実労働時間）
※1

※1

×１００＝

【結果の算定方法】

「賃金、労働時間等の実態調査」の結果（実施率・達成率）を算定し、工事完了後、受注者等に通知

○調査方法を確認することが試行の目的であり、継続的に改善を行う

※2：公共工事設計労務単価には、臨時の給与の日額換算や
実物給与が含まれるため、これらの確認が必要となる。

※2
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③積算上の作業時間の提示

【積算上の作業時間の提示例】

調査結果をとりまとめ後、受注者に対し、調査対象工種における積算上の作業時間を参考提示

※調査方法を確認することが試行の目的であり、継続的に改善を行う
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４．その他 情報提供
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「建設工事における猛暑対策サポートパッケージ」の周知について
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猛暑対策サポートパッケージ（参考）

（１－１）猛暑期間を回避した工事発注
・猛暑日（WBGT値）を考慮した工期設定

・発注者による、猛暑期間の現場施工を回避する工夫（準備工、工場
製作等）により、工期設定

（１－２）猛暑期間を休工可能とする工事発注

・猛暑期間を休工可能とする工事発注の実現に向け、効果や必要とな
る費用・取組の調査を目的とした試行工事の実施【新規】

（１－３）猛暑期間における現場施工回避の協議の明記
・宇都宮国道事務所等において、試行的に実施
・特記仕様書への記載を他事務所に展開【新規】

（１－４）猛暑時間の施工回避

・現場環境に応じて、作業の開始時間、終了時間を、監督職員と協議
の上、柔軟に設定

・早朝・夜間施工に係る警察や地元等への協議について、必要がある
場合、発注者が協力すること等について、特記仕様書へ記載【新規】

（１－５）１年単位の変形労働時間制（１－２～１－４とセット）
・１年単位の変形労働時間制の活用に向けた関係者との連携【新規】

（１－６）適切な設計図書の作成

（１－７）労働実態の把握

【概要】
○建設業の担い手を確保するため、他産業と遜色のない労働条件・労働環境の実現が必要
○猛暑は今後も続くと想定され、厳しい作業環境において、地域の実情を踏まえ、最新の知見・技術を総動員した多様な働き方の実現が必要
○施工者の自主性を尊重しつつ、地域の実情や現場の状況等に応じて、受注者が施工の時期、時間や方法を柔軟に選択できるよう、工期の設定、

新技術の導入や熱中症対策に係る費用等について支援する取組を「建設工事における猛暑対策サポートパッケージ」としてとりまとめ

来季に向けて実施する具体的な施策・取組

１．猛暑期間・時間の作業回避 ２．効率的な施工、作業環境の改善

３．猛暑対策に必要な経費等の確保

（２－１）i-Construction 2.0の推進
・施工・データ連携・施工管理のオートメーション化の取組を加速

（２－２）作業環境の改善
・個社毎の取組（定置式水平ジブクレーン、バイタルチェック機器等）

・技術開発の促進（SBIR制度による支援に向けた公募実施） 【新規】
・技術提案評価型S型を活用した、作業環境の改善に資する施工方法・
施工計画の工夫促進【新規】

（３－１）熱中症対策に係る経費
・現場管理費、現場環境改善費での熱中症対策費用の計上
・実態に応じた熱中症対策費用の確保【新規】

（３－２）直接工事費
・維持工事等で標準歩掛がない作業は見積り等による精算変更
・施工実態調査に基づく歩掛の見直し

中長期的な課題への対応

・日給制の技能労働者の年間総労働時間・賃金を確保する方策
・１年単位の変形労働時間制の運用改善、生命・安全を守るための猛暑日における作業のあり方の議論

４．地方公共団体・民間発注者等への周知・要請、好事例の横展開

（４－１）工期における猛暑日考慮の徹底【新規】
・「工期に関する基準」の対応状況調査、働きかけ等

（４－２）工期以外の猛暑対策の推進【新規】

（４－３）好事例の横展開【新規】
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